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  １．総　括 

　東北６県の経済は、総じて回復傾向をたどっている。

　雇用・所得環境が緩やかに持ち直していることから、

個人消費や住宅投資などの民間需要は底堅く推移して

いる。加えて、消費税引き上げ前の駆け込み需要や東

日本大震災からの復興に関連した公共投資も活発に行

われており、内需中心の回復となっている。

　ただし、各県の動きに目を向けると、被災県では復

興特需の反動から個人消費や企業の設備投資にやや一

服感が見られるなど、景気回復は幾分まだら模様と

なっている。

  ２．各　論 

（1）民間需要 

　2013年度のはじめ以降、被災県を中心に有効求人倍

率が１倍を上回る状況が続いており、雇用・所得環境

は着実に改善している。個人消費の主要指標である大

型小売店販売額の2013年（暦年）の実績は、東北全体

で前年比0.4％増加するなど、底堅い。ただし、震災後

の復興特需が見られた2012年に比べると、１世帯あた

りの平均支出額はマイナスに転じるなどしており、個

人消費はやや控えめな動きとなっている。

　住宅投資は、新設住宅着工戸数が高い水準で推移し

ている。被災県における住宅再建の動きに加え、消費

税引き上げ前の駆け込み需要もあり、2006年以来、６

年ぶりに６万戸を回復している。

　設備投資は、復旧投資の影響から民間の建設工事請

負額が高い水準で続いている。また、わが国全体の景

気回復の影響などから、2013年（暦年）は前年比15.8％

の増加となっている。

（2）公共需要 

　公共投資は、2011年度の補正予算から組み込まれた

大型の復興事業が本格化した2012年度以降は高水準で

推移している。加えて、2013年度は安倍政権がアベノ

ミクスの柱のひとつに財政出動を掲げたこともあり、

公共事業予算は前年度に比べて15％増えている。

　こうした影響から、東北における建設会社の公共工

事請負金額も高水準で推移している。2013年（暦年）

は前年比17.7％の増加となっている。

（3）県外需要 

　わが国や米国を主とする海外経済の回復や消費税引

き上げ前の駆け込み需要による内需拡大を受けて、東

北６県の移輸出は改善している。

　この結果、自動車などの耐久消費財を中心とする生

産・出荷状況は昨年の夏頃から急速に持ち直している。

また、東北発の貨物輸送量も前年比8.9％の増加となっ

ている。 

  ■経済の現状（2013年度）
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東北６県の主要経済指標
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出典：厚生労働省「一般職業紹介状況」

出典：東北経済産業局「東北地域大型小売店販売額動向」

出典：国土交通省「建設工事受注動態統計調査」

出典：国土交通省「貨物地域流動調査」および東北運輸局「東北地方における運輸の動き」より当社推計 出典：東北経済産業局「東北地域鉱工業生産動向」、各県鉱工業生産指数月報

出典：東日本建設業保証株式会社「公共工事前払金保証統計」

出典：国土交通省「建築着工統計調査報告」

（注）二人以上の世帯（勤労者世帯）　 出典：総務省「家計調査年報」

（前年比、％）

　東北
福島県山形県秋田県宮城県岩手県青森県
▲ 2.55.36.63.0▲ 3.73.21.82011年
8.7▲ 0.71.16.43.33.14.62012年
2.41.61.3▲ 0.5▲ 1.2▲ 0.70.42013年

（前年比、％）

　東北
福島県山形県秋田県宮城県岩手県青森県
▲ 16.25.1▲ 6.6▲ 0.1▲ 6.33.9▲ 4.22011年
45.18.8▲ 1.462.358.314.145.02012年
34.224.320.517.221.615.820.22013年

（前年比、％）

　東北
福島県山形県秋田県宮城県岩手県青森県

34.5▲ 54.748.1117.9148.1▲ 19.235.52011年
106.473.259.249.410.72.857.82012年
▲ 10.8101.2▲ 22.325.815.3110.015.82013年

（前年比、％）

　東北
福島県山形県秋田県宮城県岩手県青森県
▲ 5.7▲ 7.2▲ 16.557.218.1▲ 0.210.62011年
154.116.419.3156.179.138.887.72012年
59.836.33.1▲ 8.122.8▲ 14.717.72013年

（前年比、％）

　東北
福島県山形県秋田県宮城県岩手県青森県
▲ 23.3▲ 11.30.8▲ 22.0▲ 3.44.1▲ 4.52011年
37.614.23.038.2▲ 0.4▲ 2.73.72012年
▲ 2.54.9▲ 2.1▲ 7.96.5▲ 1.0▲ 2.92013年
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  １．予測モデルの概要 

　各県から県内総生産（GDP）の確定値が公表される

までには、最長で年度終了からおよそ２年待たなくて

はならない。このため、2014年度に入ったばかりの現

時点では2011年度までしか公表されていない。本調査

では、各県のマクロ計量モデル（連立方程式モデル）

を作成し、2012年度から2014年度までの予測を行った。

　モデルのフレームワークは、いわゆる需要決定型で

ある（次頁参照）。通常、短期の経済動向は需要側の

要因によって左右されるため、需要決定型を採用した。

従って、県民経済計算における支出系列を被説明変数

とし、マクロの経済変数を説明変数としている。推計

期間は2001年度から2011年度までの11年間であり、式

の本数は91本、外生変数は28、ラグは１期である。１

県あたりに直すと平均的に15本前後の式で説明してい

る。東北の値は各県の推計値を積み上げて算出してい

る。

　なお、本モデルの精度は、実質GDP（連鎖方式）の

場合、推計値と実績値の平均誤差率が全体で1.01％で

ある。また、GDPデフレータは0.25～0.82％である。

  ２．予測の前提条件 

（1）主な調査機関の見通し 

　モデルの外生変数には内閣府と国内の主要調査機関

の平均予測値を利用した。

　2013年度から2014年度にかけての全国のGDPは、そ

れぞれ実質2.5％と0.8％と見込まれている。海外経済の

回復や円安の影響などから輸出が好調であり、景気回

復のけん引役になっているとの見方が趨勢である。ま

た、2013年度に関しては、安倍政権発足直後に策定さ

れた10兆円規模の緊急経済対策に加え、消費税引き上

げ前の駆け込み需要によって民間需要が大幅な伸びを

示すなど、年度末にかけて成長が加速した見込みであ

る。

　2014年度に入ると、おおむね夏頃までは個人消費や

住宅投資などでは駆け込み需要の反動減が生じるなど、

厳しい展開が予想されている。昨年の12月に閣議決定

された5.5兆円規模の経済対策のうち、即効性の高い公

共事業や家計支援対策、１兆円規模の減税措置などに

よって徐々に持ち直すと見込まれるが、回復の足取り

はやや重たい。

（2）東北６県の特殊要因 

　東北のGDPの６割強を占める個人消費は、支出系列

の中で最も大きな需要項目である。このため、モデル

ではその時々の景気要因の他にも各県の人口動態のよ

うに構造的な変化によってもたらされる影響も考慮し

ている。

　東北の人口は2013年10月 １ 日現在で909.7万人となっ

ているが、国立社会保障人口問題研究所の推計（2013

年３月）によれば年率0.89％の勢いで減少しており、

2015年には900万人を割り込んで892.9万人となる見込

みである。中でも、年率換算で１％以上の大幅な人口

減少が見込まれているのが青森県と秋田県、そして福

島県である。福島県は震災直後に起きた東京電力福島

第１原子力発電所の事故の影響により、年率換算でマ

イナス1.18％と見込まれている。 

  ■予測モデルの概要と前提条件
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予測モデルの概要と予測の前提条件

人口・世帯数

全国設備投資

全国政府消費

全国公的投資

全国GDP

民間消費

住宅投資

県内総支出（連鎖） 実質可処分所得

名目県内総支出

GDPデフレータ

消費者物価指数

企業物価指数

県内総支出

設備投資

政府消費

公的投資

在庫投資

（純）移輸出

統計不突合

（－１）

（注） （－１）：自己ラグ内生変数 外生変数

各県マクロモデルのフレームワーク

内閣府および国内主要調査機関の予測平均値

成長率（％）実数（10億円）

2014年度
（予測）

2013年度
（予測）

2012年度
（実績）

2014年度
（予測）

2013年度
（予測）

2012年度
（実績）

2.2％2.3％－0.2％494,194483,341472,600名目GDP

0.8％2.5％0.7％534,845530,504517,473実質GDP

－0.7％2.5％1.5％313,955316,052308,453民間最終消費支出

－6.4％7.2％5.3％13,66514,59813,617民間住宅投資

3.7％0.7％0.7％71,52668,99268,488民間企業設備投資

1.1％2.0％1.5％103,699102,560100,582政府最終消費支出

－0.4％14.2％1.3％23,10423,20420,314公的固定資本形成

6.1％4.2％－1.2％89,88884,68481,299輸出

2.9％4.3％3.9％78,23876,06672,943輸入

1.3％－0.2％－0.9％92.391.191.3GDPデフレーター

3.7％1.7％－1.1％106.6102.8101.1国内企業物価

2.9％0.5％－0.6％102.299.498.9消費者物価（除く生鮮食品）

（注１）国内企業物価と消費者物価は13年度までが実績。
（注２）予測機関は内閣府と国内の民間調査機関11社の平均値である。

予測値と実績値との平均誤差率

GDPデフレータ実質GDP （連鎖）
－1.01％東北

0.31％1.70％青森県

0.25％1.10％岩手県

0.60％1.83％宮城県

0.82％1.26％秋田県

0.61％1.64％山形県

0.39％1.57％福島県

将来推計人口の推移
（単位：人、％）

10／15年
増減率

（年率換算）

2015年
（予測）

2014年
（予測）

2013年
（実績）

2012年
（実績）

2011年
（実績）

2010年
（実績）

－0.23％126,597,295127,006,074127,297,686127,515,133127,798,704128,057,352全国

－0.89％8,929,3729,017,3139,097,7749,156,0669,224,3659,335,636東北

－1.01％1,305,5101,322,7381,336,2061,349,9691,363,0381,373,339青森県

－0.98％1,266,3881,281,7981,294,4531,303,3511,312,7561,330,147岩手県

－0.37％2,305,5782,319,6362,328,1432,325,4072,323,2242,348,165宮城県

－1.19％1,023,0511,037,6661,050,1321,063,1431,075,0581,085,997秋田県

－0.92％1,116,2361,130,7811,141,2601,151,8631,161,2941,168,924山形県

－1.18％1,912,6091,924,6931,947,5801,962,3331,988,9952,029,064福島県

（注）2010年は国勢調査の値、2011～13年までは住民基本台帳の値である。
出典：国立社会保障人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成25年３月推計）



6

  ■予測結果

  １．東北６県の経済見通し 

　以上の前提条件の下で東北の実質GDP成長率（経済

成長率）を予測すると、2014年度は前年度比0.2％とな

る見込み。震災後は３年連続での回復となる。各需要

項目の予測は次の通り。

　民間需要は、消費税の引き上げによる反動減からマ

イナス1.2％と予測した。とりわけ、民間住宅投資はマ

イナス27.9％の見込みであり、厳しい状況が予想され

る。被災県における住宅再建の動きもやや鈍化する可

能性がある。一方で、海外経済の緩やかな回復や円安

定着の影響から設備投資は改善する見込み。民間設備

投資は3.3％と予測した。

　公共需要は、各県の2014年度予算案をみると、被災

県ではいずれも前年並みの１兆円台が確保されている

ほか、秋田県や山形県でもほぼ前年度並みとなってい

る。このため、2014年度の政府最終消費支出はマイナ

ス1.0％と予想した。一方、公共投資は、復興まちづく

り関連の投資的経費が前年度並みに確保されてはいる

ものの、宮城県を除くとおおむね減額となっている。

公的固定資本形成はマイナス2.5と予測した。

　移輸出から移輸入を差し引いた（純）移輸出は、海

外経済回復の影響などから３年連続で回復する見込み。

2014年度は 、 実質GDPに対する寄与度で1.5％と予想した。

  ２．各県の経済見通し 

■青森県 

　2014年度の実質GDPは、前年度比0.5％となる見込

み。人口減少・高齢化の影響から個人消費の伸びしろ

が小さくなっているものの、消費税引き上げ前後の大

きな変動もなく、比較的底堅い。民間需要は0.2％と予

想した。

■岩手県 

　2014年度の実質GDPは、前年度比0.8％となる見込

み。岩手県は県外需要の影響を受けやすい構造をして

おり、今回の景気回復が移輸出の改善につながる見込

み。GDPに対する寄与度でみて、（純）移輸出は1.7％

と予想した。

■宮城県 

　2014年度の実質GDPは、前年度比マイナス0.8％とな

る見込み。宮城県は他県に比べて内需依存が高いため、

消費税引き上げによる反動減が経済全体に及ぼす影響

が大きい。民間需要は６県中最も低いマイナス2.7％と

予想した。

■秋田県 

　2014年度の実質GDPは、前年度比マイナス0.2％とな

る見込み。安倍政権の緊急経済対策に対する期待感は

高いが、県予算の投資的経費の見込み額が低く下支え

に乏しい。公共需要は６県中最低のマイナス7.7％と予

想した。

■山形県  

　2014年度の実質GDPは、前年度比2.1％となる見込

み。岩手県と同様、県外や海外経済の景気回復による

波及効果は大きく、外需が景気回復のけん引役を果た

す。GDPに対する寄与度でみて、（純）移輸出は3.0％

と予想した。

■福島県 

　2014年度の実質GDPは、前年度比マイナス0.3％とな

る見込み。震災以降、生産活動の回復に向けた足取り

は重く、移輸入超過が状態化している。（純）移輸出

（寄与度）はほぼ前年度並みの1.3％と予想した。
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予 測 結 果
東北６県の経済見通し

成長率（％）実数（億円）

14年度13年度12年度11年度14年度13年度12年度11年度

予　　測実績予　　測実績

1.50.93.6▲2.5315,680311,015308,241297,634名目域内総支出 （＝総生産）

東　
　
　

北

0.21.64.9▲0.7344,959344,270338,848322,877実質域内総支出 （＝総生産）

▲1.21.62.00.6258,006261,214257,070252,128民間需要

▲0.91.51.3▲0.8208,220210,111207,006204,366民間最終消費支出

▲27.910.527.64.76,9409,6268,7116,825民間住宅投資

3.30.31.07.142,84641,47741,35340,937民間設備投資

▲1.41.63.415.5111,800113,342111,574107,928公共需要

▲1.0▲2.44.19.085,19586,05688,17284,690政府最終消費支出

▲2.516.60.747.326,60427,28723,40223,238公的固定資本形成

1.50.61.8▲5.9▲21,398▲26,647▲28,777▲34,588（純） 移輸出

（注１）実質域内総支出は連鎖方式、各需要項目は固定基準年方式である。
（注２）（純）移輸出は実質域（県）内総支出に対する寄与度である。
（注３）添字（p）付きの値は県公表の速報値である。

成長率（％）実数（億円）

14年度13年度12年度11年度14年度13年度12年度11年度

予　　測実績予　　測実績

1.50.61.5▲0.745,64944,97444,70644,045名目域内総支出 （＝総生産）

青

森

県

0.51.12.00.447,70447,46746,95146,030実質域内総支出 （＝総生産）

0.2▲0.70.01.036,08035,99136,26036,253民間需要

▲0.10.40.6▲0.029,51929,54929,43129,255民間最終消費支出

▲11.03.63.5▲2.5793891860831民間住宅投資

3.9▲7.0▲3.26.95,7675,5515,9696,166民間設備投資

▲1.13.30.52.716,92117,11216,56016,475公共需要

0.20.40.33.513,62313,59513,54113,501政府最終消費支出

▲6.216.51.5▲0.73,2993,5173,0192,974公的固定資本形成

0.90.81.7▲0.7▲4,040▲4,464▲4,852▲5,675（純） 移輸出

1.9p      3.01.60.844,557p   43,72642,45341,797名目域内総支出 （＝総生産）

岩

手

県

0.8p      3.92.22.548,101p   47,72045,92844,937実質域内総支出 （＝総生産）

▲0.71.12.15.936,47436,74736,35135,589民間需要

▲0.61.20.70.529,11329,28928,94228,741民間最終消費支出

▲23.9▲12.037.47.38541,1231,276928民間住宅投資

2.73.33.642.26,5066,3356,1335,920民間設備投資

▲1.34.60.519.516,75016,96716,21516,136公共需要

▲1.60.20.19.211,79111,98311,95911,947政府最終消費支出

▲0.517.11.663.54,9594,9844,2564,189公的固定資本形成

1.70.10.4▲5.0▲3,248▲4,070▲4,107▲4,292（純） 移輸出

0.8p  ▲2.211.2▲2.683,647p   82,98384,84976,330名目域内総支出 （＝総生産）

宮

城

県

▲0.8p  ▲2.011.6▲1.188,177p   88,88890,70281,274実質域内総支出 （＝総生産）

▲2.72.83.4▲0.368,22470,11068,17265,938民間需要

▲1.82.22.0▲2.155,55956,57755,35954,274民間最終消費支出

▲33.317.045.414.52,4683,7003,1622,175民間住宅投資

3.71.91.78.010,1989,8349,6509,489民間設備投資

▲1.3▲3.67.737.029,87530,26031,39229,146公共需要

▲2.1▲7.310.118.821,70222,16823,91421,720政府最終消費支出

1.08.20.7148.38,1738,0927,4797,427公的固定資本形成

1.40.73.9▲8.7▲5,284▲6,614▲7,228▲10,521（純） 移輸出

1.2p      1.10.00.235,441p   35,02134,64034,635名目域内総支出 （＝総生産）

秋

田

県

▲0.2p      1.20.21.937,784p   37,86037,41137,345実質域内総支出 （＝総生産）

▲0.91.10.02.230,14230,41730,09330,089民間需要

▲1.11.80.61.325,30025,58125,12924,979民間最終消費支出

▲10.67.2▲2.60.9640716668686民間住宅投資

2.0▲4.1▲2.97.74,2024,1204,2964,425民間設備投資

▲1.16.4▲0.30.313,42113,57612,75412,797公共需要

0.62.0▲0.22.010,78510,72110,51110,532政府最終消費支出

▲7.727.3▲1.0▲6.92,6362,8552,2432,266公的固定資本形成

0.7▲0.2▲0.2▲0.4▲4,697▲4,991▲4,908▲4,821（純） 移輸出

4.03.3▲0.90.038,86437,36936,17536,504名目域内総支出 （＝総生産）

山

形

県

2.13.61.52.944,69443,77542,25441,629実質域内総支出 （＝総生産）

▲0.62.0▲0.60.831,56231,74931,11431,292民間需要

▲0.41.8▲0.9▲0.525,40025,50225,05125,278民間最終消費支出

▲29.926.42.98.67571,080854830民間住宅投資

4.6▲0.80.55.95,4055,1685,2095,183民間設備投資

▲1.14.61.22.512,63212,77712,21012,070公共需要

0.71.31.03.210,27510,20410,0739,973政府最終消費支出

▲8.420.41.9▲0.52,3572,5732,1372,097公的固定資本形成

3.01.41.7▲1.4321▲1,060▲1,656▲2,400（純） 移輸出

1.02.21.7▲8.267,52566,85765,41764,324名目域内総支出 （＝総生産）

福

島

県

▲0.33.65.5▲6.078,09078,32575,60371,662実質域内総支出 （＝総生産）

▲1.12.14.0▲2.955,63656,24155,08052,968民間需要

▲0.51.33.0▲1.843,43643,65443,09441,839民間最終消費支出

▲32.612.037.5▲5.41,4272,1181,8911,375民間住宅投資

2.93.73.5▲7.110,77310,46910,0969,754民間設備投資

▲2.10.95.417.722,16022,64222,44321,303公共需要

▲2.2▲4.46.810.416,99317,37518,17517,017政府最終消費支出

▲1.923.4▲0.459.65,1675,2674,2684,286公的固定資本形成

1.30.81.2▲12.2▲4,462▲5,448▲6,019▲6,879（純） 移輸出

全国と東北６県の経済成長率の推移
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